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When a company exhaust a material causing an extrnal 
diseconm efect, the government makes a policy to reduc the 
material. As a result, the company reducs the discharge of the mate-
rial by reducing amount of production. Howevr, the result to reduc 
amount of productin is not necsarily prefable for the company. 
The reason is becaus the profit of the company decras by reduc ・
tion of the amount of production. 
Therfo the company introduces a new technique when the govern-
ment makes a policy for internalization of the extrnal diseconm 
efect to reduc reduction of the productin by the policy. I take up 
two kinds of technolgis to reduc the discharge of a materil 
producing an extrnal diseconmies efect in this paer. One is a tech-
nolgy of "the end of pie type" tha reducs the amount of damage 
for the short term. Another one is a technolgy of "Productin proces 
change type" to reduc the amount of damage by reducing the mate-
rial for the long term. It is shown tha the technolgy of the produc-
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の物質は，生産過程から生み出されるものなので副産物 (by-product) とみ
なすことができる．この副産物は，主産物の生産過程から生み出されることか
ら，主産物とともに結合生産 (joint product) されたことになる． したがっ
て，次のような生産関数を想定することができるn.
g (x, e; k) = 0 (1) 








x+e= (1 +a) x 
= (1 +a) f (k) (3) 
ここで， f ( )は主産物 x の生産関数である．
1) 結合生産については， S, Baumgrtne が関係する文献 [3], [4], [5] を参照のこと．
スラッファーの議論に伴う結合生産については， N. Salvdori and L Stedman 
[16] でなされている．結合生産の固定的な生産関数については，たとえば， S, Baum-
gartner [3] の中で示されている．結合生産の型として (a) - (d) の 4 つが取り上
げられている. (a) は，本論文のように固定係数系の結合生産である. Y2=ky, となる．
ここで， k= 一定である. (b) は可変係数系の結合生産である. Y2=ky, となる．ここ
で， k=k (y,) である• (C) と (d) はある Y1 に対応して m が一意的に決まらない場
合の結合生産である．ただし， (C) では， Y1 に対し特定の Y2 が決まると Y1 とY2 の比率
はその比率に固定される. Y2=ky., k=k (y1) =一定である．それに対し， (d) では
Y1 に対し特定の Y2 が決まっても Y1 とY2 の比率はその比率に固定されず可変的になる．
y戸 ky., k=k (y,) =可変 (d). 詳しくは [3] のpl78-19 を参照．
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2. 2 企業の収入と費用
企業は主産物 x と副産物 e を結合生産している．企業は，主産物 x を販売
して収入を得る．副産物は汚染物質など外部不経済効果を発生させるものなの
で，市場で取引されない．そのため，副産物に関しては価格が付けられていな







C=C (x; e) 
dC/dx>O, d℃ /d 炉 > 0, 





企業から排出された副産物 e は外部不経済効果 Z をもたらすので，その外
部不経済効果を損害関数 Z (e) として定式化できる 2).




function) と呼ぶことができる．副産物は主産物の生産址 x に依存して増減するので，
損害関数は主産物 x の関数でもある．なお，損害関数は被害関数など別の呼び方がなさ
れることもある．
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この損害関数は，逓増型の関数とする． したがって，次のような性質を持つこ
とになる．
dZ/ de> 0, d吃 / (de)2> 0 






Max 冗 =px-C (x) 
となる．
最適化のための必要条件は，次のようになる．





























これら 3 つの外部不経済効果を削減するための方法の内，第 1の方法は従来
行われている外部不経済効果の内部化の手法が適用可能である．それに対し，
第 2 の方法と第 3 の方法については，外部不経済効果を削減する新しい技術を
導入する必要がある．そこで， 3節では外部不経済効果を内部化するための従
米型の第 1の方法について簡単に検討する. 4節では技術的により簡単な第 3
の方法である損害関数の関数形を変化させるための技術の導入について検討す
る. 5 節では生産工程全体を見直さなければならない第 2 の方法である副産物
の生産最を削減する技術について検討する．
4) 外部不経済効果を削減する方法として生産物の生産祉を削減する方法があることを示し
た文献としては，たとえば Burows [8] がある．彼は，「排出物の籠の削減のためには，
産出物の犠牲を伴うことになる．」としている (pl3 を参照）．そして，このような方法
による費用を「The cost of cuting output] と呼んでいる．この費用から限界削減費
用が導き出されている．







いる．第 4象限では主産物 x から副産物 eが結合生産されることを示してい
る．第 3 象限では，副産物の生産械に応じて損害が発生することを示す損害関
数 Z (e) が描かれている．この損害関数の一階徴分を示したのが第 2象限の
限界損害関数Z'(e) である 5).
この限界損害関数は，損害関数を汚染物質あるいは有害物質である副産物 e
で微分したものである． したがって，第 2 象限では限界損害関数がそのままの
形で示される． しかし，第 1象限については横軸は主産物の生産鼠 x なので，
そのままでは限界損害関数を示すことができない．そこで，損害関数 Z (e) 
を改めて主産物の生産鼠 X で徴分してみる．
dZ (e) / dx= (d.Z / de) ・(de/ dx) 
=d.Z'・(<lax/ dx) 
= d.Z'・a・dx / dx 
=adZ' (10) 










会的余剰は三角形AOE から三角形 OEG を引いた大きさに減少する．すなわ
ち，外部費用を含んだ社会的余剰は三角形AOF ー三角形 FEG の大きさにな
る．
5) 従来の環境経済学のテキストでは，限界損害関数は，図 1の第 2象限の中の直線のよう
に示されることが多い． しかし，元の損害関数を示した図はほとんど用いられていない．
そのため，テキストの中には損害関数の説明と限界損害関数の説明が混乱している場合
がある．たとえば，パリー ・C ・フィールドの r環境経済学入門』では，第 5章で限界
損害関数 (marginal damage functios) に関して詳しい説明を行っているが，損害
関数が示されていないため限界損害関数との区別が付けにくくなっている．一例を挙げ
れば， 98 ページの図 5-2 についての説明である．限界損害曲線の下の領域を積分した















゜ e, また， 2つの限界損害関数が描かれる理由を説明するために，人口の多い大都市と人
口の少ない郊外を例に挙げている．しかし，ある特定の地域における損害関数の違いを
問題にしていることを考慮すれば，この例は適切ではない．むしろ，天気な H と雨の H
による違いなどとしたほうが適切であろう．雨の日であれば，汚染物質が大気中に排出
されても雨によって洗われるため拡散しないことから損害額が小さくなるからである．










消費者は，主産物を X1 だけ購入するので需要曲線の下の X1 までの領域AO
X1E が便益であるが，購入するために PX1 だけ支出するので，消費者便益から
支出分を引いた差である消費者余剰は三角形ACE になる．
企業は，価格 p の下で X1 だけ販売するので収入は PX1 になる．しかし， X1
の生産のために費用が三角形 0 X:1E だけかかるので，収入から費用を引いた




















X2 に減少する．それに伴い副産物の生産鼠も e2 に減少する．その結果，外部
不経済効果は三角形 OHF に減少する．
このとき課税によって税金の分だけ価格が高くなったので，消費者余剰は三
角形ADF に減少する．生産者余剰は生産贔が減少したので三角形 IOH に減
少する．政府はDIHF の税収を得ることができる．そして，住民は三角形 0
H F の外部不経済効果を受ける．これらから社会的淳生は，三角形AOF にな
る．
このことから外部不経済効果を削減するために税を賦課したことによって，















図 2 の (1) は図 1 の第 1 象限に対応している. (2) は需要曲線から供給
曲線を縦に引いた大きさを示している．そして，この差の大きさを合計した領
域は社会的余剰に対応する．すなわち， (1) の面積AOE と (2) の面積A
0 Xi, とが社会的余剰である双 しかも，この 2つの社会的余剰の大きさは等
しくなっている．





図2 の (2) において限界損害曲線が Z'(e) であり，限界削減費用曲線が
Ax1 のとき社会的余剰を最大化するのはこれら 2 つの曲線が交わった点 F で
ある．このときの生産水準は X2 である．このとき社会的余剰は四角形AO X2 





”図 2の (1) の需要曲線は縦軸上の点A から出発し，横軸の B までの直線として示され
ている．供給曲線は原点から出発する直線として示されている． したがって， (1) の縦
軸上の点A から需要曲線が出発するとき， (2) の限界削減費用曲線も同様に縦軸上の点
A から出発することになる．なお， (1) の社会的余剰の大きさは，三角形AOE であ
















X2 XJ X 
8) 限界削減費用に関しては多くの環境経済学のテキストで混乱した説明がなされている．
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3. 4 社会的厚生の最大化
図 2 の上の 2. 1 で社会的厚生を最大化する生産水準を求めてみる．まず，
消費者は，外部不経済効果が存在している生産物 x とそれ以外の合成財 y を
消費していると仮定する．消費者の所得水準を I とし，生産物 x の価格を p,
合成財 y の価格を 1 とする．このとき消費者は次のような最適化行動をとる
ものとする飢
Max U=u (x) +y 
s. t px+y=I 
このモデルを解いてみる. (2) を (1) に代入して整理すると，
U=u (x) +I-px 
となるので，これを最大化すると，








単純化のため合成財 y については収入 1 • y と費用 C (y) =y が一致するも
のと仮定する．そのため，企業は生産物 x についてのみ利潤を最大化する．
Max 冗 =px-C
s. t C=C (x ; t) 
(15) 
(16) 
9) 消費者は，生産物 x と合成財 y を消費しているが，合成財については生産関数や費用関
数を明示的に示さないことにする．したがって，以下での分析は部分均衡分析になる．
さらに，効用関数は分析の容易さを優先し，準加法的関数とした．すなわち，
U=U (x, y) =u (x) +y 
とした．
10) 消費者の最適条件は， (14) 式で示されているが，左辺は x についての効用関数 u (x) 
を微分したものである． したがって，図 1の第 1象限の需要曲線に対応する．
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ここで，冗＝利潤， C= 生産費用， C (x; t) =費用関数， t= 生産のための技
術水準 t, である．
費用関数は次のような性質を持つものとする．
C (0) = 0, dC / dx> 0, d℃ /d 対 > 0, 
dC/ dt> 0, d℃ / dt2> 0' 
(17) 
(18) 


















Z (0 ; t,) = 0 , dZ / de> 0, d吃 / de2> 0, 
Z (e ; 0) =le, dZ / dt, く 0, d吃 / dt,2> 0' 
社会的厚生は，消費者の効用 U, 企業の利潤冗，（一）住民の損害額 Z を合
計したものによって求められる．
1) 企業の最適条件である (20) 式は．図 lの第 1象限の私的限界費用曲線に対応している．
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W=U 五ーZ
、-'-で，
U=U (x, y) = {u (x) +I-px} 




Max W =  {u (x) +I-px} + {px-C (x)} -z (ax) 
=u (x) +I-C (x) -z (ax) 
dW / dx=u'-C'-aZ'= 0 








(29) の左辺は限界削減費用 R に対応しており，右辺は限界損害額 aZ'(e) に
対応している． したがって，社会的厚生を最大化するのは，図 2 の (2) の限
界削減費用 R と限界損害額 aZ' が交わった点 F のときである．このとき，社
会的厚生の水準は，効用水準の徴分で示される右下がりの需要曲線から供給曲


























る．それを示したのが図 3 の第 3 象限である．損害関数 Z (e) はより損害額
の少ない新しい損害関数 Z* (e) に変更される．それにより第 2 象限の限界損













190 立正大学経済学季報第60 巻 3 号
図 3 損害を削減する技術
X 
Z* Ce) e 


























る．エンド・オプ・パイプ型の技術 tz *を導入すると損害関数 Z が Z (e ; tz) 
から Z (e;tz*) に変更される． したがって，社会的厚生の最大化は次のよう
になる．
Max W=U (x, y) +1t-Z (e; tz *) 
192 立正大学経済学季報第60 巻 3 号
= {u (x) +l-px} + {px-C (x)} -z (e; t,*) (30) 
dW / dx=u'-C'-aZ'(e; t,*) = 0 
:. u'-C'=aZ'(e;t,*) (31) 
この最適条件は，図 4 の第 1象限の限界削減費用曲線 (u'-C) とエンド・オ
プ・パイプ型の技術を導入した後の限界損害曲線 Z'(e; tz *)が交わった点 G
で達成される．
政府は，点 G を通るような定額税T を企業に賦課するならば，企業はその
税金の分を価格 p に上釆せすることによって新しい価格を設定するので，新
しい生産鼠 x は X2 になる．政府の税収は，四角形DO X2G である．
新しいエンド・オプ・パイプ型の技術を導入することによって社会的厚生は
当初の三角形AOF から三角形AOG に変更される．その結果，社会的浮生



















また，エンド・オプ・パイプ型の技術を導入すると，生産量がm から X2 に













汚染物質の排出鯖 e はある生産鼠 x に対応して e=ax となるが，生産方法が
変更され，新しい技術の下では汚染物質の排出最は e*=f3x となるものとする．




用関数 C (x) は c・(x) に変更され，次のような性質を持つものとする．
C* (x) >C (x) 













e。 e* = {3 X 
e= ax 
e 汚染物質排出量曲線






損害関数は同一でも，ある生産水準 x に対応する汚染物質の腿 e とe* は哭
なり，限界損害も異なってくる 15). 第 2象限において，当初の限界損害曲線
Z'(e) に対抗して新しい限界損害曲線 Z*'(x) が描ける．










線 R (x), R* (x) が描かれており， 2 本の限界損害曲線も描かれている．
需要と供給で決まってくる当初の均衡点は，図 5 では点 E で示される．図 6
では横軸上の点 B (=x 。)である．それに対し，新しい技術に変更された後
は，競争で決まる均衡点は図 5 では点 F になる．そのときの生産水準 x。＊は
x。より小さくなる．図 6 では横軸上の点 C (=x 。*)になる．
図 6 において，当初の社会的岸生を最大化するのは限界削減費用曲線 R と
限界損害曲線 aZ'(x) が交わった最適点D である．このときの社会的厚生は
三角形AOD であった．生産工程が新しくなると，最適点は新しい限界削減費
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用曲線 R* と新しい限界損害曲線/3Z*' が交わった点E に変更される．この技術










企業は新しい技術 t を導入するので，費用関数は C (x) から C (x; t) = 
C* (x) に変更される．また，汚染物質の排出量は e=ax から e*=f3x に削
減される．
このとき社会的厚生の最大化のための必要条件は，次のようになる．
Max W=U (x, y) +冗 -z (e*) 
=u (x) +I-px+px-C* (x) -z (e*) 
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